
令和７年度補助事業の概要 

（一般財団法人 海技振興センター） 

１．水先人養成支援事業 

  持続的で高質な水先サービスの確保に資するため、水先人養成支援対象者及び水先人養成施設

（海技大学校水先教育センター）等に対し、必要な支援を実施。 

２．海技の振興に関する調査研究事業（IMO等国際関係） 

  国・独法(JMETS)・当センターの三者間で緊密・有機的な連携体制を確保しつつ、船員の知識技

能等に関する専門委員会を開催し、IMO 国際会議に対するわが国対処方針の取りまとめを行うと

ともに、IMO会議への日本政府団としての参加を実施。  

 IMO（国際海事機関）国際会議（於ロンドン）における審議状況

（左写真）と海技振興センター等の出席（右写真） 
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３．海技の振興に関する調査研究事業（船員関係） 

  国の政策との連携・船主側ニーズを踏まえ、船員の知識・能力要件の基準を定める STCW条約の

包括的見直し及びアンモニア・水素燃料船に乗船する船員の知識・訓練要件について検討を行う

とともに、同条約の改正に対応し、外航日本船舶の船員により幅広く利用されるべく、ハラスメ

ント防止のための動画を作成。また、その成果等について広く関係者等に周知しその活用等に資

するため、海技振興フォーラムを開催。 

 

４．海技の振興に関する調査研究事業（水先関係） 

  国の政策と連携しつつ、関係者のニーズに対応すべく、水先側・船主側等で構成する「水先人の

人材確保・育成等に関する検討会」を運営するとともに、陸上から船舶のきょう導を行う遠隔水

先について、国際パイロット協会（IMPA）やフィンランドにおける実証実験、IMO(国際海事機関）

における自動運航船非強制コードの策定などの動向を踏まえ、遠隔水先による水先業務のあり方

等についての調査を実施。 

      

「船上で働くことの幸福感を得るために～船員

に対するいじめ・ハラスメントの防止」動画より 

（日本語原案）

アンモニア燃料船のイメージ（国土交通省資料）

水先人の人材確保・育成等に関する検討会 

（第 24回検討会資料：中小規模水先区対策） 

フィンランドにおける遠隔水先実証実験の

状況（関連 HPより） 


